
2004年

狂海波 『新中国工~径済史』 径済管理出版社； 1986年

臭敬瑳 『当代中国径済改革』 上海返末出版社； 2004年

朱搾 「 1949～1952 年被接管官僚資本企~特化方新中国国菅企~的厨史考察 以上海国菅

幼奴企~接管、改造与建制辻程方中心」『上海径済研究』・ 2012 年 09 号

中隼人民共和国国家統i十局 『中国統i十年益』 中国統計出版社・ 1984～2015年

中隼人民共和国国家統i十局 『中国工止を充i十年益』 中国統i十出版社； 2009～2014年

中共中央文献研究室 「中隼人民共和国友展国民径済第一小五年i十支lj（一九五三～一九五七）J

『建国以来重要文献逸繍（第六朋）』 中央文献出版社； 1993年

中共中央文献研究室 「中隼人民共和国完法」『建国以来重要文献逃繍（第五加）』 中央文

献出版社； 1993年

中隼人民共和国財政部 『工~企~財条制度』 煤炭工~出版社； 1993 年

周振隼 「国菅企~改革与非国菅径済友展」『径済研究』； 1992 年 08 号

？長迫減 『中国固有企~編年史（1978～2005）』 北京工人出版社； 2006年

章迫減 『中国国有企~改革編年史』 中国工人出版社， 2006年

周太和 『当代中国的径済体制改革』 中国社会科学出版社； 1984年
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第3章 固有企業の人材教育制度の現状

第 1章と第 2章では既存の文献資料を研究し、日本企業や中国固有企業の人事制度、人

材教育制度、及び両者の関連性について紹介した。それらの成果を基に、本章では中国の

西南部の 2つ国有企業を実地調査の上、現在の固有企業の人事制度や人材教育制度につい

て分析する。

調査した大型固有企業は 2社で、一つは固有鉄鋼企業 P社、もう一つは固有電機製造企

業 X社である。これら固有企業について、生産現場の労働者に対するアンケート調査と経

営陣に対するヒアリング調査を行った。第 1節で調査方式と企業概要を紹介する。その後、

第2節と第 3節でそれぞれの固有企業のアンケート調査の結果を紹介する。第 4節で、調

査した二つの企業の人事の特徴や人材教育の特徴をまとめて比較し、固有企業の人事や人

材教育の共通点と相違点を探る。本章の第 5節は固有企業が実施している師徒制に関する

補充調査で、徒弟経験のある女子工人に対するヒアリング調査を紹介する。

第 1節調査概要

今回の実地調査は、 P社については 2014年 10月から約半年問、 D社については 2016

年 4月に行われた。調査の目的は、中国固有企業の労働者の技能育成の現状を明らかにす

ることにある。調査の対象企業はいずれも製造業の大型固有企業である。調査対象の固有

企業を選定する場合、生産現場での技能要求が低い型企業と、生産現場での技能要求の高

い知識集約型の両方を選定した。固有企業 P社は鉄鋼企業で、大量の肉体労働者が存在し

ている。これに対して、固有企業 D社は電機製造企業で、生産現場の労働者には高度な技

術力と高い生産技能が求められている。残念ながら、中間型の固有家電メーカーも選定し

ていたが、時間の都合上、実地調査は行われなかった。

以下に調査した固有鉄鋼企業P社と固有電機製造企業D社についての概要を紹介する。
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1・1 企業概要

固有鉄鋼企業P社

中国西南部にある鉄鋼集団公司（以下、 P社と略称する）は、 1965年に設立した国有鉄鋼

会社である。 2010年以前、 P社は国務院に直属し管理される大型固有企業であった。 2010

年 7月、国務院の命令により、鞍山鉄鋼集団公司と合併し、鞍山鉄鋼集団公司の全額出資

子会社となった。 P社の主な事業内容は鉱山、製鉄、鋼管・鉄道用鋼など鉄鋼関連製品、バ

ナジウム精錬、チタン精錬である。

取締役会 監事会

経理層

全資子会社 出資子会社 出資子会社 直属組織 管理職能部室
・P社鋼バナジウム有限責任 （持ち株51%以上） －生活サービス公司 ・P社機電技術学 －総務部

公司 ・P社バナジウム広デ ・P社輸送有限責任 院 ・計画発展都

・P社西昌銅パナジウム有限 タン有限責任公司 公司 －温泉療養院 －技能改善と設備部

責任公司 ・P社成都鉄鋼有限青 （以下略） ・重慶化工火傷病 －経済運営部

• p社江油特種銅有限責任公 任公司 院 －技術管理部

司 ・P社西国新鋼業有限 （以下略） －安全部

・P社成都銅バナジウム有限 責任公司 ・財務部

責任公司 （以下略） －法律事務部

・P社北海鋼管有限責任公司 －人的資源部

・P社冶金材料有限責任公司 －審査部

• p社アメリカ有限責任公司 －監査部

（以下略） －政工部

・労働組合

（子会社17社） ｜｜ （子会社6社） ｜ ｜ （子会社9社） ｜｜ (6組織） ｜ ｜ ・保全部

出所：ヒアリング調査による。

図3・1・1 P社の組織構造
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P社は、 2014年 10月の調査時点で、全従業員数は約7万人であった。 P社の組織構造は

図 3・1・1に示した通りである。 1990年代、 P社は株式化の改革を行った。ただし、全資固

有企業のため、株主総会は設置していない。企業の経営を直接決定する機構は取締役会で

ある。監事会は取締役会及び経営陣を監督する。鞍山鉄鋼集団公司と合併する前、監事会

の構成員は国務院から指定された。鞍山鉄鋼集団公司と合併した後、監事会の構成員は鞍

山鉄鋼集団公司から指定されている。取締役会の下に P社の本社の経理層、すなわち上級

管理職層がいる。経理層に直属する管理職能部門は図の右下の「管理職能部室」である。

これらの部室は本社の日常的運営、戦略策定、各子会社の管理などの職能を担う。 P社が管

理している子会社と組織には 4種類がある。第 1は全資子会社、つまり、 P社からの全額

出資で設立した子会社で 17社ある。これらの全資子会社は、株式化・集団化改革以前、 P

社の生産工場であった。改革以降、各生産工場は独立してP社の全資子会社になった。第2

類は 51%以上の株を持つ出資子会社6社である。これら出資子会社はP社従来の生産工場

ではなく、そのほとんどが西南地域にあった中小固有鉄鋼企業である。国有企業の集団化

改革により P社と合併し、 P社の子会社になった。第3類の子会社は一般的な出資子会社9

社である。これらの会社は以前の P社の生産補助部門であった。これらの生産補助部門が

独立した後、 P社傘下の企業として存在している。第 4類は直属組織 6つである。これら

の組織は会社ではなく、病院、療養院、専門学校であり、 P社の支援組織となっている。

国有電機製造企業D社

固有企業 D社は 1958年設立の電機製造企業であり、中国国務院に直属する固有企業で

ある。 1993年から株式化改革を開始し、内部構造を刷新した。 2007年に D集団公司と改

称した（以下、 D社と略称）。

D社の在職従業員は調査の 2016年4月時点で、約 7500人である。主な事業内容は、水

力発電機、火力発電機（石炭、天然ガス）、風力発電機などの研究開発や製造である。 D社は

世界最先端の電機製造力を有している。例えば、 D社には世界最大級の 700～lOOOMW水

力発電機を製造する能力がある。 2009年、三峡ダムに対して 700MWの水力発電機4台を

提供した。図 3・2・1のように、 D社の最高経営機関は取締役会である。監事会は企業の運営

を監督する。その下に D社の経理層がある。経理層の下には管理職能部室や生産事業部が

ある。管理職能部室は、事務室、財務部、人的資源部など管理の職能部門である。 D 社に

直属する生産事業部は 3つで、電機事業部、発電所補助機械事業部と発電サービスセンタ
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ーがある。各生産工場はこの 3つの事業部が管理している。また、 D社には子会社 4社が

ある。全資子会社は 1社で、 51%株を持っている出資子会社は 2社である。 50%以下の株

を持っている出資子会社は 1社である。これらの子会社は電機生産に関する部品を提供す

る子会社である。それ他、幼稚園、専門技術学校、退職職工管理センターなどの直属組織

がある。

子会社

(4ネ土〉

・会資子会社

1ネ土

－出資子会社

（持ち株 61%以上）

2ネ土

－出資子会社

1宇土

」
出所：ヒアリング調査による。

1・2 調査概要

国有鉄鋼企業P社

取締役会

｜経理層 ｜ 

直属事業部 直属組織

(3事業部） －専門技術学校

－電機事業部 ・D社幼稚園

－発電所補助機 ・退職職工管理

械事業部 センター

－発電サービヌ

センタ｝

図3・1・2 D社の組織構造

E皇ヒ雪主r乙h
.IID.－＝参才τ＝

管理職能部室

－事務室

－財務吉F

－審査統計室

－人的資源、部

・製品質管理部

－市場部

－原材料購入部

~空

固有鉄鋼企業 P社に対する調査の実施時間は、 2014年の 10月から 2015年の 3月まで

の約半年間である。調査の地域はP社の本社所在地のP市に集中している。 P市及びP市

周辺地域に P社の分工場と子会社が点在し、約 4万5千人の従業員が働いている。主な調

査方式はアンケート調査である。 P市周辺の P社の各生産工場に出向き、生産現場の一つ
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または二つの作業組の労働者にアンケート用紙を配布した。アンケートの回答時間は約 5

分間である。回答終了直後、アンケートを回収した。上記の調査は、調査期間中、毎週 2

日または 3日の割合で実施した。毎回の調査人数は作業組により差がある。少ない場合、

一作業組は5人前後であり、多い場合、作業組には 30人以上がいた。

表3・1・1 P社の調査対象者分布

工場 人数（人）

ノノペイ主工場 1837 

冷間圧延工場 312 

チタン精錬・分離工場 78 

ローリング工場 458 

バナジウム製品工場 178 

総計 2764 

出所：「アンケート」の問4により整理作成。

P社に対する調査対象者は生産現場の労働者、つまり、主に工人である。また、生産現場

の一部少数の幹部も含んでいる。表3・1・1は調査対象者の工場別の分布である。調査の総人

数は 2764人で、 5工場に分布している。主な調査工場はノノペイ工場である。 98ノノペイ

工場は P社の主工場の一つである。ノノペイ工場の主な作業内容は石炭のコークス加工処

理、鉱石の予処理、鉱石の成分の分離などである。工場内に、コークス部門、鉱石の精錬

部門、鉄鉱石分離部門、バナジウム鉱石分離部門など約 11の作業工場がある。このノノペ

イ工場で、アンケート用紙 1837枚を配布し実施した。 P社の他の工場は、 P市内の各地域

に点在している。冷間圧延工場に対しては、 312枚のアンケート調査を実施した。チタン精

錬・分離工場には 78枚のアンケート調査を実施した。ローリング工場には458枚のアンケ

ート調査を実施した。最後のバナジウム製品工場では、 178枚のアンケート調査を実施した。

98 「ノノペイ」は地名である。工場名は地名を利用して命名されている。
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表 3-1-2 アンケート項目

(P社）

設問番号 項目内容

問1～4 基本事項（性別、学歴、年齢及び所属）

問5～10 勤続年数及び職歴

問11、12 定着意欲

問13、14 給料調査

問15～19 技能養成

設問数 19問

P社の現場労働者に対するアンケート調査は 19項目ある（具体的なアンケートは「付録

3・1・アンケート（P社）」を参照）。表 3・1・2はアンケートの内容である。問 1～4は調査対

象者の基本調査である。主な内容は、性別、年齢、学歴と所属である。問 5～10は、現場

労働者の勤続年数と職歴の調査である。職歴の調査では、 P社に入社前の会社数、職内容に

ついて聞いている。問 11と 12は労働者の勤続意欲の調査である。すなわち、転職の意思

と原因について聞く。問 13、14は労働者の賃金満足度の調査である。問 15～19は技能養

成についての調査である。具体的には、技能養成の責任者、養成の方式、技能向上の意欲

などを聞く。

工人へのアンケート調査以外に、 P社の経営陣に対してヒアリング調査を行った。ヒアリ

ング調査の対象者は 2人である。 一人はP社本社の人事部副部長である。ヒアリング調査

の回数は3回である。このうち、 2回は本社の人事部で行った。ヒアリングの時期はアンケ

ート調査実施前の 2014年の 9月とアンケート調査中の 2015年2月であり、ヒアリング時

間は共に 3時間前後である。もう 1回のヒアリング調査は2015年 3月末に四川省の西昌市

で約 4時間行った。ヒアリング対象者はP社本社人事部の事務室の科長である。アンケー

ト調査を実施中、この事務室の科長にほぼ全面的に協力してもらった。アンケート調査の

途中で、 P社の人事や人材育成の問題について、この科長から聞き取りをしている。
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固有電機製造企業D社

D社に対するアンケート調査の実施期間は、 2016年の 4月4日から 4月8日までで、約

1週間の調査を行った。アンケート調査の実施に当たっては、 D社の人事部（人的資源部）の

協力を得た。 4月4日に、アンケート調査用紙 1000部を D社の人事部に手渡した。 D社の

人事部が社内にアンケート用紙を配付し、調査を実施した。 4月8日に、回答したアンケー

ト857部を受け取った。また、アンケート調査実施中に、 D社の人事部長、事業部長など

経営陣に対してヒアリング調査を実施した。

アンケートの調査対象者は生産現場の労働者である。調査対象者の最高の職位は作業現

場の組長である。調査の場所はD市内のD社の組み立て工場である。主組立工場は 1つで、

分工場は6つある。主組立工場はD社最大の工場である。この工場は、長さ 400メートル、

幅 36メートル、高さ 33メートルの巨大な建物である。ここで巨大な発電機の組立作業が

行われる。他の分工場は中小型発電機の組立作業と発電機の一部となる部品を製造する。

表 3・1-3のように、調査対象の総人数は 857人である。主組立工場は 417人で、調査対象

者の約半数を占めた。絶縁材料製造分工場は工場内の第 1分工場であり、調査人数は 114

人で、調査対象者全体の 13%を占めている。タービン（turbine）分工場は工場内の第 2分工

場であり、調査対象数は236人で、全調査対象者の 28%を占めている。

表 3・1・3 D社の調査対象者の分布

所属工場 人数（人） 比率（%）

主組立工場 417 49 

第 1分工場 114 13 

第 2分工場 236 28 

総計 857 100 

アンケート項目については、前回のP社の調査の経験を基に調整した（具体的な項目につ

いては「付録 3-2 アンケート（D社）」を参照）。アンケート項目は表 3・1・4に示した。表

のように、調査項目は 6つに分けられる。最初は事前調査で、調査対象者の所属や身分を

問う。その後、正式なアンケートに進む。問 1～問 3は基本事項の記入で、性別、学歴及び
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年齢を問う。問 4～問 9は勤続年数や職歴の調査である。問 10～問 12は調査対象者の定着

の意欲の調査である。問 13や問 14は給料に関する調査である。最後の問 15～問 24は技

能形成についての調査である。

前回のP社の調査項目と比べると、 3つの変化がある。第1は事前調査である。前回のP

社の調査時には、所属は問 4で尋ねた。また、調査の時点と調査対象者の身分を尋ねなか

った。第 2は定着意欲の 1問を追加した。第 3に、技能形成について、より詳しく調査項

目を設定した。前回の P社の調査については、技能形成に関する問いは 4問であったが、

今度のD社の調査で、 OJTや Off-JTについてより詳しく聞いた。技能形成の問題は 10聞

に増加した。

表 3-1-4 アンケート項目

(D社）

設問番号 項目内容

事前調査 日付、所属、身分

問 1～問 3 基本事項（性別、学歴、年齢）

問4～問 9 勤続年数や職歴

問 10～問 12 定着意欲

問 13、問 14 給料について

問 15～問 24 技能形成について

設問数 24問

以上がアンケート調査の概要である。アンケート調査以外に、 D社の経営陣に対して、

ヒアリング調査を実施している。ヒアリング調査の実施対象者は3人である。 2016年 4月

3日に、D社の本社の人事部長と事業部長に、D市内の喫茶店で約3時間ヒアリングを行い、

D社の基本事項と人事政策について聞いた。アンケート調査が完了した後、アンケート調

査の統計結果について、 D社の人事部役員とメールで連絡し、調査の結果の疑問点につい

て回答を得た。
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第2節 固有企業P社のアンケート調査の結果分析

アンケート調査の結果とその分析については、表3・1-2に示した項目分類にしたがって説

明する。以下、「基本事項」「勤続J「定着意欲」「給料」「技能養成」の 5つに分類し、調査

結果を行う。

【基本事項】問 1～4

アンケートの問 1は調査対象者の性別である。問 2は学歴で、問 3は年齢である。問 4

は所属である。問 4はすでに表 3-1-1に紹介した。つぎに、問 1～3の性別、学歴及び年齢

の調査結果を示す。

表3・2・1 調査対象者の性別分布

［問 1)

性別 人数（人） 比率（%）

男性 2638 95 

女性 126 5 

総計 2764 100 

【問 1）では調査対象者の性別を聞いている。表 3-2-1は調査の結果である。表に示すよ

うに、この間の回答率は 100%で、 2764人が回答している。 2638人は男性で、調査対象者

の約 95%を占めた。女性は 126人で、全体の約 5%しかいない。女性の工人が少ない原因

は、鉄鋼生産に関する労働内容に大きな肉体労働が必要であるからである。また、この 126

人の女性の仕事内容は、ほぼ重筋労働以外の補助作業である。ごく小数の女性工人が男性

工人と同じ仕事内容となっている。

【問 2）では調査対象者の学歴を聞いている。表3・2・2に示した通り、回答率は 100%で

ある。この表を見ると、両端の人数は極めて少ない。つまり小学校卒の者は 12人で、大卒

以上の者は9人である。最も多い現場労働者は専門学校卒で、 1323人がいる。調査対象者

の半分弱である。中卒の者は 681人で、全体の四分のーを占めた。大卒の者は 739人で、
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全体の 27%を占めた。このうち、一部の大卒者と大学院卒の全員は幹部の身分である。彼

らは生産現場の管理者及び技術者である。

表 3・2・2 調査対象者の学歴分布

【問 2)

学歴 人数（人）

小学校卒 12 

中卒 681 

専門学校卒 1323 

大卒 739 

大学院卒 9 

総計 2764 

注：比率が0.5%以下の場合、※と表示する。以下同じ。

表 3・2・3 調査対象者の年齢分布

【問 3〕

年齢 人数（人）

20歳未満 14 

20～30歳未満 507 

30～40歳未満 961 

40～50歳未満 1164 

50歳以上 118 

総計 2764 

比率（%）

※ 

25 

48 

27 

※ 

100 

比率（%）

1 

18 

35 

42 

4 

100 

【問 3）では調査対象者の年齢を聞いている。回答率は 100%である（表3・2・3）。調査の対

象者のうち、 20歳未満の現場労働者は 1%で、 14人しかいない。 20～30歳未満の者は 18%

を占め、 507人いる。 30～40歳未満の者は 961人で、 35%を占めた。最も多いのは 40～
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50歳未満の労働者である。全体の 42%を占め、 1164人がいる。 50歳以上の者は 118人で、

4%を占めた。

以上は調査対象者に関する基本資料である。男女比率の差は、作業内容によるものと考

えられる。また、アンケート調査にあたり、 P社の人事部に人員構成についてヒアリングし

た。それにすると、 P社の現場労働者の年齢と学歴の聞には関連性がある。 P社の小学校卒

の従業員はほぼ50歳以上の者である。これらの労働者はP社が設立した直後の 1960年代

後半と 1970年代に現地で募集した農業労働力や退役軍人である。固有企業の「下闘」の前

は、 P社の低学歴労働者の割合が高い。 1990年代末から 20世紀初頭の「下闘」が実施さ

れた時、低学歴者や 50歳以上の高齢者は「下闘」による人員整理の優先対象となった。こ

のため、その時期に大量の低学歴の高齢者が「下両」、すなわち退職した。その結果、現在

のP社の現場従業員の最終学歴はほぼ高卒となった。

大卒者は調査対象者の約 4分の 1を占める。原因は、近年のP社の社員募集計画と関連

している。 2010年前後に、 P社は生産現場の労働者の質を向上するため、「大学生計画」を

実施した。国内の新卒大学生を募集し、生産現場に配置した。新卒の大学生を招致するた

め、賃金などの優遇以外に、新たな「大学生寮Jを建築した。しかし、調査に協力した人

事部の役員は、「毎年新たな大学生が入職しているが、大量の大学生も退職している。 2010

年入社した大学生で現在勤続している者は半分程度だ」と述べた。残念ながら、アンケー

ト調査には入職時点を聞いておらず、及び近年に入社した大卒者の割合を明示できない。

しかし、調査対象者中の大卒者の割合が高い原因は、 P社の大学生募集計画と関連している

と考えられる。また、これらの大学生は新卒者として、年齢分布の中の「20～30歳未満」

の中に入っている可能性が高い。

学歴の中で最も多いのは専門学校卒である。これらの労働者はに 2種類がある。第 1類

はP社の直属組織の技術専門学校の卒業者である（図 3・1・1を参照）。第2類は従来の高卒、

及び小学校卒の従業員である。彼らは勤務時間外に、技術専門学校の夜間課程に参加し、

卒業した者である。これらの専門学校卒者、特に第 2類の専門学校卒者は 40代に集中し、

P社の中堅工でとなっている。

以上が調査対象者の基本資料の紹介である。つぎは勤続年数及び職歴の調査を見る。
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【勤続年数及び職歴】問 5～10

問5～問 10の目的は、「調査対象者の技能はどこで育成されたか」という問題を明らかに

することにある。普通、長期間同じ職場に勤続することで技能が形成できると予想される。

次の調査項目はこの予想を検証するものである。

表 3-2-4 調査対象者の勤続年数

［問 5J

勤続年数 人数（人）

5年未満 464 

5～10年未満 218 

10～15年未満 391 

15～20年未満 527 

20～25年未満 502 

25年以上 66 

総計 2764 

比率（%）

22 

10 

18 

24 

23 

3 

100 

〔問 5】ではP社での勤続年数を聞いている。長期雇用の慣行があれば、長期勤続と安定

的なキャリアが実現できる可能性が高いと考えられる。調査結果は表 3・2・4に示した通りで

ある。 5年未満の勤続者は 464人で、調査全体の 22%を占めた。 5～10年未満の勤続者は

218人いて、調査対象者の 1割程度である。 10～15年未満の勤続者は 391人で、 18%を占

めた。 15～20年未満の勤続者は 527人で、 24%である。 20～25年未満の勤続者は 502人

で、約 23%を占めた。最後、 25年以上の勤続者は66人で、 3%である。

勤続年数から見ると、 5年未満の勤続者の人数は5～10年未満の者より多い。この原因は

前述ように、 P社の近年の「大学生計画」にある。また、 10年以下の勤続者の割合は 3割

強である。 15年以上の勤続者は調査対象者の約半数を占めた。 25年以上の勤続者が少ない

原因は、 3つあると考える。第 1は生産現場労働者の定年退職年齢である。普通、中国の男

性工人の定年退職年齢は60歳で、女性は 50歳である。 99また、『労働法』により、長期に

99幹部の男性の定年年齢は工人と同じで、 60歳である。幹部の女性の定年年齢は 55歳である。
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劣悪な環境下（高温など）や重筋労働に従事する工人については、男性の定年年齢は 55歳、

と、女性は45歳となる。 P社の労働内容を見ると、この規制が適用されている。第2の原

因は 1990年代末の「下両Jである。「下両」対象者を選択する場合、学歴や年齢が第一の

条件となる。そのため、「下両」した労働者はほぼ長期勤続者である。第3は、 P社の高齢

労働者は、重筋労働が必要ではない他の部門に移ったことである。今回の調査は生産現場

の労働者であり、調査した工場の作業内容から見ると、相当の重筋労働が必要とされる。

これらの作業は50歳以上の労働者にとってはつらい仕事となる。そのため、体力不足の労

働者は他のスタッフ部門へ移った。これら 3つの原因により、調査対象者に 25年以上の勤

続者が少ないと考えられる。

以上の調査対象者の勤続年数と勤続年数の分布から、P社には長期雇用の慣行があると考

える。つまり、技能形成の要件は満たされている。 P社の従業員は長期的に同じ職場に労働

することができる。しかし、技能形成にはもう一つの可能性がある。従業員は P社に入社

する前に、他の会社に長期勤続し、技能を形成し、その後、 P社に転職する可能性である。

この可能性を調査するため、次の間 6～問 10を設定した。

表 3・2-5 他社職歴の有無

【問 6)

他社職歴の有無 人数（人） 比率（%）

ある 948 34 

なし 1812 66 

無回答 4 ※ 

総計 2764 100 

【問 6）では先に他社の職歴の有無について聞いている。表3・2・5は他社の職歴有無の調

査結果である。 948人が他社の職歴があり、調査対象者全体の 3割強を占めた。他の約 7

割弱の 1812人は他社での職歴がない。 4人は無回答である。

この調査結果により、調査対象者の 6割以上の者は他社に就職したことがないことが判

明した。生産技能が形成されたとすれば、 P社で育成したものと考えられる。技能が以前の

職歴により形成された可能性がある者は、 948人の中にいる。
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表 3-2-6 他社での勤続総年数

【問 7)

他社での勤続総年数 人数（人）

1年未満 289 

1～3年未満 422 

3～5年未満 136 

5～10年未満 64 

10～15年未満 14 

15～20年未満 2 

20年以上 。
無回答 21 

総計 948 

比率（%）

31 

45 

14 

7 

1 

※ 

。
2 

100 

〔問 7）では他社での勤続年数を聞いている。表3-2・6は他社勤続年数の統計結果である。

調査対象者はさきの 948人である。他社勤続 1年未満の者は 289人で、 31%を占めた。 1

～3年未満の者は422人で、45%を占めた。つぎの3～5年未満の者は136人で14%である。

5～10年未満の者は64人で、 7%を占めた。 10年以上他社勤続経験がある者は約 1%で、合

計 16人いる。また、 21人は無回答である。

調査対象者の他社勤続年数は 3年以下に集中している。全体の約 76%を占めている。こ

のような短期間の職歴では、十分に高い生産技能は形成できないと考える。つぎは転職回

数の調査である。

【問8】では他社就職の回数を聞いている。つまり、 P社に入社する前に、他社で安定的

な技能形成環境を得ていたがどうかについての質問である。表 3・2・7は他社の就職回数であ

る。他社の職歴がある 948人の中で、 803人は他社の就職回数が 1社しかいない。これら

の者は他社就職歴がある人数の 85%を占めている。 2社に就職した者は 107人である。 3

社就職した者は 1人である。 2社と 3社を就職した者は共に全体の約 1割を占めている。無

回答の人数は 36人である。
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表3・2-7 他社就職の回数

【問 8】

回数 人数（人）

1社 803 

2社 107 

3社 1 

3社以上 。
無回答 36 

総計 948 

比率（%）

85 

11 

※ 

。
4 

100 

入社以前の職歴から見ると、調査の該当者は頻繁に転職していない。他社就職経験があ

る者はほぼ 1社に限つての仕事経験がある。これは技能形成に安定した環境ということが

できる。しかし、前の作業とP社の作業の聞に技能の継続性があるかどうかが問題である。

つぎの 2つの聞はこれに関連している。

表3・2-8 P社と同業種会社か

【問 9】

同業種会社か 人数（人）

はい 42 

いいえ 889 

無回答 17 

総計 948 

比率（%）

4 

94 

2 

100 

【問 9）は他社職歴がある者に対して、前の会社と P社は同じ業種の会社かを聞いている。

表 3-2-8はその結果である。前の会社と P社は同じ業種の会社と回答した人数は 42人で、

948人中の 4%を占めた。つまり、この 42人はP社に入社する前、他の鉄鋼企業で働いて

いた。他の 889人については、前会社と P社は同業種の会社ではない。アンケートでは、

同業種の会社ではないと回答した者に、前の会社の業種を尋ねている。しかし、前の会社
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の業種を書いた者が少ない。回答のあった者のうちでは、飲食、小売などサービス業と自

営業に従事した者が多い。

表3・2・9 P社と同職種部門か

［問 10】

同職種部門か 人数（人） 比率（%）

はい 19 2 

いいえ 912 96 

無回答 17 2 

総計 948 100 

【問 10】は前の会社で働いたとき、所属の部門はP社の所属と同じかを聞いている。表

3-2-9はこの統計結果である。前の会社の所属部門と現在の所属部門と同じ者は 19人であ

る。他社の職歴がある者の 2%を占めた。それに対して、前の部門と違う者は912人で、全

体の 96%を占めた。無回答の人数は 17人である。

【問 9）と【問 10）の統計結果から見ると、調査対象者のうち、現在と同じような業種

や部門で働いている者は少ない。つまり、以前の仕事は現在の仕事に対する、技能の面の

継続性はほぼない状態である。調査対象者の技能は入社後に形成したものと考える。

以上が問 5～問 10の調査内容である。この結果、調査対象者が技能を形成した場所は P

社であるといえる。根拠は以下の通りである。第 1に、他社の職歴がある者が少なく、調

査対象者全体の 3割強程度である。第 2に、他社の就職経験がある者でも、他社の勤続年

数が少なく、技能形成は難しい。第 3に、同業種や同部門に働いた者が少ないため、現在

の技能との関連性がほぼない。前の会社で技能を養成したとしても、これを現在の仕事に

継承した可能性がほぼない。

【勤続意欲】問 11、問 12

前の問5で、 P社は長期雇用の慣行があるという結論を得た。しかし、従業員の側の長期

勤続の意欲も重要である。そのため、従業員勤続の意欲について、問 11及び問 12で尋ね
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た。

表3-2-10 中途退職を考えたか

【問 11)

中途退職を考えたか 人数（人）

ある 86 

ない 2671 

無回答 7 

総計 2764 

比率（%）

3 

97 

※ 

100 

【問 11】では中途退職を考えた、あるいは考えているかについて聞いている。表 3-2-10

はその結果である。中途退職を考えているる者は 86人いる。考えていない者は約 97%で、

2671人である。無回答人数は7人である。この結果からみると、調査対象者のほとんどが

転職の意欲はなく、 P社に長期勤続の意欲があるといえよう。

給料

昇進の希望がない

人間関係

将来が見えない

その他

。 20 40 60 80 

図3四2・1 中途退職を考える原因（複数回答）

【問 12)

100 120 

【問 12）は中途退職を考える原因について聞く。回答の選択肢は5つ設定した。図 3・2-1

のように、【給料〕【昇進の希望がない）［人間関係］［将来が見えない）［その他】である。

回答方式は複数回答である。回答者数は 109人である。給料は最も重要な原因で、選択回
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数は99回である。人間関係は2番目で、 37回の選択があった。「昇進の希望がないJと「将

来が見えない」は少なく、 6回と 9回である。その他を選択した回数は23回である。また、

その他を選択し、原因を書いた者は 18人である。具体的な原因を見ると、主に転居、結婚

など家族が原因である。

問 12については、回答の数字に多少の問題がある。問 11に退職を考えたことのある者

は問 12を回答するようにと設定している。問 11の退職を考えたことがあると回答した者

は86人しかいない。しかし、問 12の回答人数は 109人いた。つまり、誤って回答した人

は23人いることになる。この 23人の回答をもう一度調べ直した。給料を選択した人数は

21人である。人間関係の選択は6人いる。その他は 1人で、具体的な原因は書いていなか

った。この 23人の誤回答に対しては2つ推測できる。第 1は単純なミスである。第2の推

測は、退職の意思がないが、万が一退職することになれば、選択した原因からだ、と考え

ている者がいたということである。どの原因による誤回答なのかは不明であるが、中途退

職を考える原因の確定には、大きな影響はないと考える。問 11により、中途退職を考える

者自体の数が少ないので、調査対象者の勤続意欲は高いと考えられる。

【給料】問 13、問 14

問 13と問 14は調査対象者の賃金満足度に対する調査である。労働者として、誰でもよ

り高い給料がもらいたい。しかし、直接、「現在の給料が満足しているか」と聞くことは妥

当ではないと考える。そのため、問 13の質問では「現在の給料は仕事を反映しているか」

と尋ねた。問 14は反映していない場合、その原因を聞く。問 13に「はい」と選択した者

は問 14を回答しない。
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表3-2・11 給料は仕事を反映しているか

【問 13〕

仕事を反映しているか 人数（人） 比率（%）

はい 1403 49 

いいえ 1359 51 

無回答 2 ※ 

総計 2764 100 

【問 13）では現在の給料は仕事を反映しているか、と聞いている。回答率はほぼ 100%

である（表3・2・11）。「はい」を回答した者 1403人に対して、「いいえ」を回答した者は 1359

人であり、調査対象者全体の 49%と51%を占めている。つまり、約半分の調査対象者は現

給料に対する不満があり、給料が低いと考えている。

表3・2・12 給料が仕事を反映していない原因

［問 14〕

原因 人数（人） 比率（%）

仕事の量が多い 461 34 

仕事の内容が複雑 264 19 

人事評価が低い 61 6 

無回答 573 42 

総計 r 1359 100 

【問 14）は現在の給料が仕事を反映していない原因を聞く。表3-2・12のように、オプシ

ョンは 3つ、［仕事の量が多い］【仕事の内容が複雑）［人事評価が低い】である。しかし、

回答率は低く、 58%しかいない。約 4割の者は給料が仕事を反映していない原因を回答し

ていない。回答した者は 786人である。このうち、仕事の量が多いと考える者は461人で、

127 



全体の 34%、回答人数の 59%を占めている。仕事の内容が複雑と回答した者は264人おり、

全体の 19%、回答人数の 34%を占めた。人事評価が低いと考える者は多くはなく、 61人で

ある。全体の 6%、回答人数の約 8%弱を占めるに過ぎない。以上から見ると、回答した約

9割の者は仕事内、すなわち、仕事の量と質と、給料が見合っていないと考えている。

給料に関する 2つの問の回答結果により、P社の調査対象者の約半分の労働者は仕事と給

料がバランスしていないと考えている。しかし、このように考える者の 6割は具体的な理

由も持つが、他の 4割は具体的な理由がなくて給料に対する不満がある。

【技能養成について】問 15～問 19

問15～問 19は技能養成に関する質問である。具体的には、技能養成の責任者、調査対象

者の技能向上意欲、技能形成の方式とP社の技能育成に対する不満について聞く。

表3・2・13 技能養成の責任者

【問 15】

責任者 人数（人）

企業 2175 

個人 589 

総計 2764 

比率（%）

79 

21 

100 

【問 15Jは、技能養成の責任者はだれかについて聞いている。表 3-2・13のように、回答

率は 100%である。調査対象者の約 8割、 2175人は企業の責任と考えている。他の約2割、

589人は個人の責任と考えている。

一般に、技能養成の責任が個人にあると考えると、技能向上の意欲はより強まる。自発

的に補習クラス、夜間学校など自己啓発の活動に参加する可能性が高い。技能育成は企業

の責任と考えると、企業の各種の育成活動に依存し、自己啓発の可能性はより低くなる。 P

社の調査対象者の約 8割は企業の責任と考えている。このことは、労働者が企業の教育訓

練を重視すると同時に、自己啓発の可能性はより低くなるものを考えられる。
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表3・2・14 技能向上は必要か

【問 16〕

必要か 人数（人）

必要 2071 

必要ではない 63 

総計 2764 

比率（%）

97 

3 

100 

【問 16】では調査対象者に対して、現在持っている技能は向上する必要があるかを聞い

ている。調査対象者の技能を向上する意欲の調査である。表 3・2・14のように、全体の 97%、

2071人は向上する必要があると考えている。向上する必要がないとする者は61人で、 3%

しかいない。現在の技能を向上する必要があると考える者は、ほぼ調査対象者全体に及ん

でいる。

先輩や同僚の指導 ｜ 1921 

会社の勉強会｜ コ1006
自己啓発

不明 69 

。 500 1000 1500 2000 2500 

図3・2・2 技能形成の方式（複数回答）

【問 17]

［問 17］では技能形成の方式を聞いている。オプションは 3つで、［先輩や同僚の指導］

［会社の勉強会〕【自己啓発〕である。回答方式は複数選択である。図 3・2・2はその結果を

示したものである。先輩や同僚の指導が最も多く、 1921回の選択があった。会社の勉強会

は2番目で、 1006回選択がある。自己啓発は少なく、 763回の選択であった。回答結果か
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ら見ると、 P社の労働者の技能形成は、主に先輩や同僚の指導と会社の勉強会により形成さ

れると考えられる。具体的な実施方式は後述のヒアリング調査により紹介する。

［問 18）は、技能形成で一番重要なものは何かを聞いている。表3・2・15はその回答結果

で、回答率は 100%である。全体の約 40%、1114人は専門知識が最も重要で、あると考えて

いる。実務訓練が最も重要と考える者は 1619人で、全体の約6割を占めている。無回答の

人数は 31人であった。オフションの中に、先輩技能の継承という選択肢がある。しかし、

一人も選択していない。これから見ると、調査対象者は専門知識と実務訓練を重視してい

ることがわかる。

表 3・2-15 技能形成において最も重要なもの

［問 18)

重要なもの 人数（人） 比率（%）

専門知識 1114 40 

実務訓練 1619 59 

先輩技能の継承 。 。
無回答 31 1 

総計 2764 100 

行。
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技能が向上した後の昇給

円

ο円。
1
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ワUH実務指導
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専門知識

図3-2”3 会社の教育訓練に不足しているもの（複数回答）

［問 19)

【問 19】はP社の実行している教育訓練に対して、不足している部分はがあるとすれば、
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それは何かを聞いている。図 3・2・3のように、選択肢は 3つがあり、【技能に関する専門知

識の伝習】［実務中の指導］及び【技能向上した後の昇給）である。技能に関する専門知識

の伝習と実務中の指導は、技能向上の方式について不足する点があるかどうかを聞いてい

る。選択回数はそれぞれ2064回と 2133回である。技能向上した後の昇給はエクスーテシ

ョン（excitation）方式である。選択回数は936回ある。

以上が技能養成についての質問と回答結果である。最初の問 15と問 16は技能養成の責

任の所在と向上意欲の調査である。調査結果から見ると、調査対象者の大半が技能形成の

責任者は企業であると考えている。つまり、自己啓発意欲はそれほど強くないと考えられ

る。しかし、生産現場労働者には技能向上の意欲がある。以上を踏まえて、次に技能養成

の方式について調査を詳しく述べる。

技能形成の方式から見ると、先輩・同僚の指導と会社側の勉強会は主な育成方式となっ

ている。先輩・同僚の指導は OJTであり、会社の勉強会は Off-JTである。人事部のヒア

リング調査によると、 OJTの実施方式は「師徒制Jで行われ、 Off-JTは作業と関連する技

能や知識の講習クラスで行われている。

Off-JT、すなわち会社の勉強会は以下の要領で実施されている。ここで、認識しておき

たい点は、現在の作業現場の労働者に対しては、 Off-JTはほとんど実施されていないとい

う事実である。 Off-JTの実施対象者は、作業経験がない新入社員である。しかも、この勉

強会の実施時間は短い。配置する作業現場で、5日聞から 1カ月間の勉強会が聞かれている。

人事部は新入社員について、まず第一に配置計画を作る。この配置計画の作業内容に応じ

て、 P社所属の専門技術学校と協力し、各種の作業技能育成クラスを作る。新入社員は将来

の作業現場で、短期の集中訓練会に参加する。訓練の内容は基本な作業が中心である。加

えて、一部の必要な知識や勤務規律を教える。つまり、 P社の勉強会は新入社員に対する入

社教育である。

短期の集中訓練を完了後、新入社員は各自の作業現場に配置される。その後の Off-JTは

ほとんど行われず。仕事中に技能を育成する。つまり OJTである。育成方式は作業の難易

度によっても分けられる。高度な技術力を必要する作業現場では「師徒制Jで技能を伝習

する。一般的な作業現場では、現場の組長が生産技能を教える。

P社の「師徒制」は全員には実施されていない。特定の専門技術や経験を必要とする作業

現場に対してのみ実施している。例えば、鉱石を溶鉱炉に入れる前に、成分の構成比率の
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を検出することが必要である。さらに、湿度などの細かい要素に注意しなければならない。

鉱石の成分や湿度に応じて、鉱石と一緒に溶鉱炉に入れるライムやコークスの比率を調整

しなければならない。この仕事には高度な経験が必要である。そのため、この作業の労働

者に対しては師父を指定し、仕事の経験を教える。また、炉前作業は製鉄の最も大事な作

業である。作業の内容は溶鉱炉内の状況をチェックし、異常状況を発見することである。

この作業も高度な技能が必要であるため、「師徒制」を実施している。 P社の師徒制は、少

数の高度な技術や経験が必要な作業現場で実施されているのである。他の作業現場では、

新入社員がいる場合、各組の組長が新入社員に対して作業技術を教えている。

しかし、 P社の人事部からの聞き取りによると、師父と組長に対する、新人への技能伝習

に関する規定が一切ない。つまり、どのような形で技能を伝習するか、どの程度の技能を

伝習するか、伝習事項に関する要求と評価システムが一切ないのである。技能の伝習は、

師父や組長の自己裁量により実施されている。会社側には、「生産ラインを順調に運行し、

生産活動を確保するJという要求しかない。すなわち、作業中の技能伝習は生産に影響を

及ぼさないという前提で行われ、また、新入社員の技能養成の基準は、順調に生産ができ

るようにするということのみである。師父や組長は、この前提と基準にしたがって新人を

教えている。

以上がP社の教育訓練方式であるが、その教育訓練の実効性については疑問が残る。 OJT

の実施方式を見ると、技能の養成は師父や組長の責任感や新人の勉強意欲に依存している。

Off-JTの実施方式についても、入社教育しか行われていないからである。残念ながら、調

査時間に限りがあって、具体的な技能水準に関する調査は行われなかった。

以下に訓練方式と技能形成に関する問 17と問 18との関係をまとめる。

問17の回答結果を見ると、先輩や同僚の指導や会社の勉強会を選択した回数は非常に高

い。調査対象者である現場労働者たちは、 P社の教育訓練方式が自分の技能形成にとって非

常に重要だと考えている。特に、 OJTについては、 7割の調査対象者が重要と回答してい

る。生産技能は師父や組長を通じて、現場労働者ヘ伝習されている。一方、一般的な入社

教育は新入社員に対する基礎的な作業内容を教えている。 P社の入社教育については、 4割

弱の調査対象者が技能形成にとって重要だと考えている。

これを会社側から見れば、次のように言える。前述のように、 P社の作業現場の労働内容

はほぼ重筋労働である。技能要求からすると、大半の作業現場では高い技能を必要としな

い。少数の計測員、炉前工などの作業現場に、専門技能、知識、経験が必要とされる。つ
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まり、会社側は高い熟練技能を必要としないので、大半の作業現場において、技能向上の

ための教育訓練を実施していない。これらの労働者に対しては、入職前の短期的な Off-JT

と入職後の OJTを実施すれば、充分だと考えている。これらの作業現場では、「生産ライ

ンを順調に運行し、生産活動を確保する」という方針に撤している。

「問 18」の調査結果は容易に理解できる。労働者は入社時の短期集中訓練によって作業

の内容や方式を理解し、実務中に技能を形成している。そのため、彼らは、専門知識の習

得や実務訓練をほぼ同じように重視している。 P社の自己啓発はどうであろうか。 P社本社

の人事部副部長は「我が社は従業員の自己啓発を重視している」と述べた。しかし、「重視」

の表現は昇給や昇進の面である。つまり、従業員が自己の生産技能を向上させて、全国統

一の技能認定試験に参加し合格すれば、彼らは技能認定書をもらう。この技能認定書を会

社の人事部へ提出すると、人事部は技能の等級により昇給させる。また、昇進する場合、

それに見合う技能等級が要求される。例えば、生産現場の組長を選出する場合、中級の工

人技術等級が必要である。さらに、昇進に競争がある場合、技能等級の高い者が優先して

昇進する。これらから見ると、 P社の人事部副部長の述べたことは、自己啓発の重視ではな

く、技能等級の重視である。具体的な自己啓発の支援策から見ると、 P社は時間的にも資金

的にも支援をしていないのではないか。すなわち、従業員は自己啓発する場合、勤務時間

以外に自費で各種の技能向上活動に参加する。技能認定試験も自費である。会社は成果を

見るだけでしかない。このようなことでは自己啓発を重視しているとは言えないのではな

いだろうか。

第3節 固有企業D社のアンケート調査の結果分析

D社のアンケート調査結果については、表 3-1-4で示した分類にしたがって、 6つの部分

に分けて紹介・分析する。

【事前調査】

事前調査の項目内容は、調査の日付、調査対象者の所属と身分の 3つである。調査対象

者の所属は第 1節の表3・1-3に紹介した。身分は下の表3・3・1に示す通りである。固有企

業内の身分の区別は計画経済時代からのものである。工人はブルーカラーであり、生産現
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場の作業者である。幹部はホワイトカラーで、管理者である。表のように、 D社の調査対

象者には、 3つの社内身分がある。つまり、工人、幹部及び臨時工である。調査対象者を設

定する時、主として生産現場の労働者を選定した。そのため、工人の比率が非常に高く、

約8割を占める。 2番目は臨時工である。調査対象者の 14%を占め、 119人いる。幹部は少

なく、 34人で、 4%を占めた。無回答数は25である。

表3'-3・1 調査対象者の身分

身分 人数（人） 比率（%）

工人 679 79 

幹部 34 4 

臨時工 119 14 

無回答 25 3 

総計 857 100 

前節で P社を調査した際、作業現場内に身分の差があることが分かつた。しかし、 P社

のアンケート調査では事前に、身分に関する設定をしなかった。身分ごとの項目別調査は

行われていない。 D社を調査する際、身分調査を設定した。しかし、工人と幹部の身分ま

では分けたものの、臨時工については予想していなかった。そのため、 D社のアンケート

調査を実施した後、人事部に対してD社の臨時工制度をヒアリングした。

D社内臨時工には 2つの雇用種別がある。第 1の種類は工入試周期間中の新入社員であ

る。 D社には、工人の新入社員に対して、 3カ月から半年間の試行期間があり、試用期間内

に労働規律の違反や重大事故があれば、企業は自由に解雇できる。第2の種類の臨時工は、

企業の生産規模が一時的に拡大して、労働力が不足した際に一時雇用した労働カである。

生産を削減する場合、これらの臨時工を解雇する。すなわち、パート社員と考えられる。

一般に、この種類の臨時工の作業内容は、簡単な運搬など重筋労働や補助的な作業である。

待遇の面で、臨時工と正式工には、 2つの差がある。第 1は給料の格差である。 100正式工

と臨時工が同種作業に従事する場合、正式工の給料は臨時工より高い。第 2は福利厚生の

差がある。正式工と臨時工は全員健康保険、年金、医療保険など福利厚生施策を受ける。

100 「正式工Jは中国語の直訳である。すなわち、正規雇用工人である。
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しかし、身分の差により保険内容が異なっている。さらに、保険と年金以外に、家賃補助、

有給休暇など福利厚生制度についても、臨時工は一切ない。

【基本資料】問 1～問 3

問 1から問 3は調査対象者の基本資料の調査である。具体的には、性別、年齢及び学歴

である。

性別

男性

女性

総計

表 3-3・2 性別

【問1J

人数（人）

834 

23 

857 

比率（%）

97 

3 

100 

【問 1〕は調査対象者の性別を聞く。表 3-3-2のように、問 1の回答率は 100%である。

調査対象者の全員 857人の中で、男性は97%を占めて、 834人いる。女性は23人、 3%し

かいない。

そのゆえ、 D社の生産現場はほぼ男性である。女性が少ない原因は2つがある。第 1は

仕事内容に体力が必要である。第2は労働規律がある。例えば、作業現場での静電気を防

止するため、金属、長髪を禁止している。さらに、女性の現場従業員に対して、マニキュ

アなどの化粧を禁止している。そのため、 D社の生産現場に女性が少ない。また、人事部

役員を聞くと、 D社の女性従業員は事務系や営業系に集中している。事務・営業系の女性

従業員の割合は約半分程度である。
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学歴

小学校卒

中卒

高卒

専門学校卒

大卒

大学院卒

総計

表 3ふ3 学歴

【問 2]

人数（人）

。
51 

188 

399 

204 

15 

857 

比率（%）

。
6 

22 

46 

24 

2 

100 

［問 2］では調査対象者の学歴を聞いている。全員が回答した（表 3・3-3）。調査対象者の

中で、最低学歴は中卒で、 51人しかいない。調査対象者の 6%を占めている。最も多い学

歴は専門学校卒である。調査対象者の 46%を占め、 399人いる。 2番目は大卒で、 24%を占

め、 204人がいる。高卒の労働者は288人で、 22%を占めた。大学院卒の学歴者は 15人で、

2%を占めている。専門学校卒の労働者はほぼD社所属の電機専門学校の卒業者である。大

学院卒の者は、ほぼ生産現場の技術者や管理者である。

年齢

20歳未満

20～30歳未満

30～40歳未満

40～50歳未満

50歳最上

総計

表 3-3-4 年齢

【問 3]

人数（人）

。
235 

312 

301 

9 

857 

比率（%）

。
28 

36 

35 

1 

100 

［問 3］では調査対象者の年齢を聞いている。回答率は 100%である（表3・3・4）。 D社の
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調査対象者には、 20歳未満の者がいない。 20～30歳未満の者は235人で、調査対象者の

28%を占めた。 30～40歳未満の者は312人で、 36%を占めた。 40～50歳未満の者は 301

人で、 35%を占めた。 50歳以上の者は少なく、 9人で、 1%を占めた。

年齢分布から見ると、 20代、 30代や 40代の人数比率はほぼ同じである。しかし、 50歳

以上の人数は非常に少ない。このことについて、人事部からヒアリングした。原因は3つ

考えられる。第 1に、 50歳以上の者は大半が技術職と管理職に昇進した。 D社内の 50歳

以上の労働者はほぼ25年以上勤続している。そのため、熟練した生産技能を持っている。

彼らの仕事の内容は主に生産現場の管理や技術支援である。第2に、 D社の人員配置政策

と関連している。 50歳以上になると、まだ技術者や管理者に昇進できない者は、ほぼ簡単

な重筋労働を従事する。そのため、これらの労働者は50歳以上になると、他の職場に異動

する。第3の原因は、 1990年代末の「下両」による退職である。この状況はP社と同じで

ある。「下両」の優先対象は低学歴の高齢者であるため、 1990年代末から 20世紀初頭に、

D社では大規模な人員整備が発生した。

以上がD社の調査対象者の基本資料である。人事部へのヒアリングにより、調査対象者

の学歴の部分について、補充説明を受けた。調査時点の D社の人員募集計画を見ると、最

低の学歴要求は専門学校卒である。特に近年の募集では、 D社の志望者はほぼ大卒者及び

大学院卒の者である。臨時工の募集もほぼ専門学校卒者となっている。調査対象者のうち

の中卒や高卒者は次の2つの原因から D社に入社した。一つは昔の行政命令により配分さ

れた者である。これらの配分者に一番多いのは退役軍人である。もう 1つは一時募集した

臨時工である。
j 

D社の専門学校卒以上の学歴者の割合は非常に高く、合計で7割以上を占めている。原

因は、 D社の作業内容によるものと考えられる。工場内の仕事内容の大半は、専門的な技

術や知識を必要とする。そのため、 D社の人員構成は専門学校卒以上の者が高い比率を占

めていると考えられる。これら専門学校卒以上の現場労働者はほぼ工人の身分であるが、

幹部の待遇を得ている。さらに、キャリアにより昇進すれば、身分の転換ができる。 D社

では、この工人から幹部への身分転換を「提幹」と呼ぶ。さらに、 D社の人事配置計画に

は、「専門的な技術研究者以外、学歴を問わず、現場の仕事経験が必要である」という規定

がある。つまり、大卒者及び大学院卒の者は、入社直後、全員が生産現場に配置される。

必ず何年間が工人として生産現場で作業した後、管理職や技術職ヘ昇進できるのである。
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【勤続年数と職歴】問 4～問 9

問4から問 9は調査対象者の勤続年数及び職歴に関する調査である。勤続年数の調査に

より労働者に対しての企業の雇用政策を判断する。つまり、長期雇用が存在しているかど

うかを判定するものである。職歴に関する調査は、労働者の現在の生産技能の形成場所を

判断する材料となる。つまり、現在の生産技能が D社で養成されたものなのか、または他

のところで養成されたものなのかを判定するのである。勤続年数の調査は問 4で行ってい

る。技能養成の場所に対する調査は問 5から問 9で行っている。

［問 4】は調査対象者の勤続年数を聞く。表 3・3・5のように、回答人数は 100%である。

勤続5年未満の者は 55人で、調査対象者全体の 6%を占めた。 5～10年未満の者は 116人

で、 14%を占めた。 10～15年未満の者は 102人で、 12%を占めた。 15～20年未満の者は

274人で、 32%を占めた。 20～25年未満の者は261人で、 30%を占めた。最後、 25年以上

勤続の者は49人で、 6%を占めた。

勤続年数

5年未満

5～10年未満

10～15年未満

15～20年未満

20～25年未満

25年以上

総計

表3-3-5 勤続年数

［問 4)

人数（人）

55 

116 

102 

274 

261 

49 

857 

比率（%）

6 

14 

12 

32 

30 

6 

100 

以上の調査結果から見ると、勤続 10年未満の人は約2割を占めている。 10年から 20年

未満の人は4割強いる。 20年以上の勤続者は4割弱である。 25年以上勤続の人数が少ない

原因は、前述の 50歳以上の人数が少ない原因と同じである。すなわち、昇進、移動及び「下

両Jである。この結果、 15年以上の勤続者は約 7割を占める。そのため、 D社には長期雇

用の傾向があると考えられる。この傾向を人事部のヒアリング調査によって確認した。 D

社では、行政命令の「下両J以外、正規従業員（幹部・工人）の解雇はほとんどしない。労働
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者が重大事故を引き起こしたり、長期的に労働規律に違反したりした場合に限り、解雇が

発生する。

表3-3-6 他社での職歴の有無

【問 5]

他社での職歴の有無 人数（人）

ある 43 

なし 814 

総計 857 

比率（%）

5 

95 

100 

【問 5］では調査対象者の他社での職歴の有無を聞いている。回答率は 100%である。表

3・3~6 のように、他社の職歴がある者は 43 人しかいない、調査対象者の 5%を占めている。

他社職歴がない者は814人で、 95%を占めている。

問5で他社の職歴がある者はつぎの問 6から問 9に回答することになっている。しかし、

この他社の職歴がある 43人のアンケート用紙をもう一回チェックすると、43人全員が臨時

工であることが判明した。

調査対象者中の正式工は全員が他社の職歴がないので、次の間 6から問 9の問題が意味

なくなると考える。そのため、本論文では問 6から問 9を省略する。具体的な調査結果に

ついては「付録 3-4 調査統計結果（D社）」を参照してもらいたい。

では、なぜD社の正式工は全員に他の職歴がないか。 D社は新卒採用制度を利用してい

るか。この関連した 2つの問題について、 D社の人事部にヒアリングした。人事部の役員

は、正式工全員に他の職歴がない問題について、つぎのように語った。

以前の従業員は国から配分されていた。学校を卒業した後、直接我が社に配分された。また、我が社

は電機製造の専門技術学校がある。毎年、卒業生から人員を募集している。現在、我が社の高学歴人材

の募集方式は、直に電機製造の専門学科がある大学と連絡し、卒業生に対して招聴会を行う。そのため、

従業員に他の職歴がないことは意外ではない。

（出所： D社の人事部役員からのヒアリシグにより、筆者作成。）
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以上の人事部の役員から聞き取りによれば、D社の正式工全員に他の職歴がない原因は、

D社の従業員の募集方式によるものと考えられる。近年の D社の人員募集は、 2つの時期

に分けられる。

第 1時期は人員配分時期である。この時期は D社の設立から 1990年代末までである。

この時期に、 D社の人員募集には 2つのソース（source）があった。一つは国の配分である。

第 2章で述べたように、計画経済時期には、中国の各国有企業の従業員の一部は政府から

配分された。また、中国の大学卒業生も政府により仕事を配分されていた。 101この制度の

下では、 D社から人員募集計画を作成し、政府行政部門に提出する。これを受けて、政府

は人員を配分する。もう一つの人員募集のソースはD社直属の専門学校である。 D社の専

門学校とは、 1960年に設立されたD重型電機学院である。学制は 3年である。 D社はこの

電機学院の卒業生から従業員を募集していた。

第 2の時期は自社募集時期である。この時期にも、専門学校からの人員募集を引き続き

実施している。しかし、国から配分される大学生はいなくなった。そのため、 D社は電機

専門学科がある大学と提携し、卒業生に対して招聴会を行うようになった。また、この招

鴨会の対象は学部生だけではなく、院生も含めている。

以上の D社の人員募集方式から見ると、 D社は新卒採用を利用しているかのように考え

られる。実際に、この問題点を D社の人事部に聞くと、人事部は新卒採用という言い方を

否定した。否定する理由は、 D社のホームページに、公表されている人材募集計画、要求

及び連絡方式を見ると明らかになる。すなわち、志望者は人員募集の要求事項を満たして

いれば、だれでも入社試験に参加できる。図 3・3・1はD社のホームページの人員募集セン

ターの2017年の人員募集計画の一部である。この人員募集計画の右欄は学歴の要求である。

この中に、「碩士」は修士である。「本科Jは学部生である。つまり、 D社が要求する学歴

は、大学院生の方が多く、学部生に対する募集は少ない。さらに、修士と学部生の両方を

募集する場合、修士を優先して募集する。しかし、現在の中国では研究者としての院生数

が少ない。院生の進路は卒業する前にほぼ決まる。 D社のように、直接大学で招聴会を行

うことは妥当な策と考える。そのため、 D社の人員募集方式は歴史的経緯、高学歴者の需

給バランス、学歴者確保の措置などの結果によるものであり、経年的に、また無意識的に

101 1985年5月27発表の『中共中央の教育体制改革に関する決定』により、大学卒業生の配分に関する

改革が開始した。とれ以来、大学卒業生に対して強制的に仕事を配分することが停止された。大学卒業生

は配分された仕事に対して不満のある場合、配分を受け容れないととができる。また、企業は卒業生が必

要ではない場合、拒否もできる。 2000年、仕事配分制度は完全に停止された。
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「新卒採用Jになったものと考えられる。

再｜ 需求寺並

Iii …廿算
同劫力工程工程捌理 下｜
仲間数γ一円

似安排限位

竜机屯砥場分析i十算

屯机通閃冷却分析廿算

水蛤机水力i%十

水給机i周｛呆i：十算

｜学防要

｜求

~ f. 
~ ｜悟士

Isl 泊研究与没廿 下｜ 倒的蹴 ~ 
I IE包弓笑（屯机与屯器、高屯圧｜ ｜屯机研究i式強、屯机絶縁研究、戸昂没i十、戸品制造工芝、控制 lr;<;"...J....
同｜与箔録、屯力系銭、自制七万I25 I戸昂汗浸浸廿、設圏制造工Z、系筑没廿及庖用、戸品安装技ポ｜ ν芸忌
｜ ｜ 向） ｜ ｜ 服努、市場苦箔 ！？円

Fl 峨 Fl戸品没廿戸品制鳴ぽ鴇陽一断｜五
、戸品iあ十、戸品工

｜ 測控間伐器 下｜ 慨劫耐強 戸
｜ 金属材料及工程 下｜ 元損栓測 ~ 
｜ け算机庄用 下｜ 信息系刷用与服

針学税芳 131 財紛税加

fl 情鮮 Iii 械情撮 戸
川｜ 法学 什｜ 法律願向 ｜本戸
川｜ 実i吾 什｜ 市場奮舗 ｜本科

出所： D社ホームページの人員募集センター

図3-3-1 D社 2017年募集計画

【勤続意欲】問 10～問 12

勤続意欲に対する調査は 3問ある。 P社の調査項目設定の 2聞を加えて、調査対象者の

定着原因について聞いた。
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表3・3・7 D社に定着する原因

【問 10】

原因 人数（人）

良い給料 493 

安定的な雇用環境 247 

良い福利厚生 39 

その他 78 

総計 857 

比率（%）

57 

29 

5 

9 

100 

【問 10〕では調査対象者に対して、 D社に定着している原因について聞いている。回答

には4つ選択肢を用意した。【良い給料】［安定的な雇用環境）［良い福利厚生〕と【その他］

である。【その他】を選択した場合、具体的な原因を書くことを求めた。結果は表 3-3-7に

示した通りである。良い給料を選択した者が最も多く、 493人で調査対象者の 57%を占め

ている。安定的な雇用環境は247人が選択し、 3割弱を占めた。良い福利厚生を選択した者

は 39人で、 5%を占めた。残り 78人はその他を選択し、 9%を占めている。この 78人中、

75人は原因を書いた。その他の原因については、将来の発展性が高いと考える者が多い。

また、家に近いなどの理由もある。

表 3-3-8 中途退職を考える

［問 11)

中途退職を考えた 人数（人） 比率（%）

ある 11 1 

ない 846 99 

総計 857 100 

［問 11）では調査対象者に対して、中途退職を考えたことがあるかを聞いている。表 3-3-8
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はその調査結果である。調査対象者の 99%の人は中途退職を考えることがない、中途退職

を考えた者は 11人しかいない。しかし、この 11人のアンケート調査項目用紙をチェック

すると、意外な発見があった。この 11人中、 9人は工人や幹部である。 2人は臨時工であ

る。つまり、中途退職を考える者は少ないものの、そのほぼ全員が正式工である。では、

中途退職を考えた理由は何であろうか、つぎの問 12に行く。

【問 12）の調査対象者は中途退職を考えた者である。オプションの選択は複数選択であ

る。図 3・3・2は回答結果を示した図である。選択回数が最も多いオプションは給料と人間関

係で、 8回と 5回である。昇進希望なしと将来が見えないは3回を数えた。その他も 3回選

｛ 択がある。無回答人は 1人である。つまり、実際に 10人が問 12に回答した。この中では、

給料や人間関係が最も重要な退職を考えた理由となっている。

8 

3 

治＇ '-.) 
1や 、ぷiγ

4やl
－叫6方、
今〉

5 

3 

1 

ぷ－ -j15~ ~ 
)-"' ..... ~~ト l

ゆ6'1 
7ι 

会決l

図3・3-2 中途退職の原因（複数回答）

【問 12)

1 

令ィミ

この勤続意欲の調査により、調査対象者は全体として長期勤続の意欲が高いと考えられ
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る。長期勤続の原因は主に良い給料と安定的な環境である。また、中途退職を考える原因

は、ほぼ給料と人間関係である。コンフリクトがあるのは給料である。勤続と中途退職の

原因にそれぞれ給料がある。しかし、中途退職の人数は少ないので、参照する意味は高く

ないと考えられる。すなわち、調査対象者の大半は現在の給料に対して満足していると考

える。

【給料】問 13、問 14

問 13と問 14は調査対象者に対して、給料の満足度を尋ねるものである。現在の給料に

満足している者は問 14に回答しない。

表3・3・9 給料は仕事を反映したか

［問 13)

反映した 人数（人） 比率（%）

いいえ 232 27 

はい 625 73 

総計 857 100 

【問 13）は現在の給料は自分の仕事内容を反映しているかをと聞く。表 3・3・9は調査の

結果である。回答率は 100%である。調査対象者のうち 232人は、給料が仕事を反映してい

ないと考えていて、調査対象者全体の 27%を占めた。他の 73%、625人は反映していると

考えている。
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表 3-3-10 反映していない原因

【問 14】

原因 人数（人）

仕事の量が多い 60 

仕事の内容が複雑 148 

人事評価が低い 18 

不明 6 

総計 232 

比率（%）

26 

65 

8 

1 

100 

［問 14）は給料が仕事の内容を反映していないと回答した調査対象者に対して、反映し

ていないと考える理由を聞く。回答者数は232人である（表3・3・10）。このうち、仕事の量が

多いと考える者は60人で、26%を占めている。仕事の内容が複雑だと考える者は最も多く、

148人で、 65%を占めている。人事評価が低いと考える者は少なく、 18人で 8%を占めた。

このほか、 2人が回答していない。また他の 4人は複数回答した。給料が仕事を反映してい

ないと考える原因については、仕事の内容が複雑というのが一番重要である。

前の問 10で、 6割弱の者は良い給料なので、 D社に勤続すると回答した。問 13では、

約 3割の者はD社の給料は自分の仕事を反映していないと考えている。つまり、問 10によ

ると、 6割の調査対象者は給料に対して満足している。しかし、問 13によって、この割合

は7割になった。このように多少の差がある原因は、聞の設定の仕方にあると考えている。

問10ではD社に定着する魅力を聞いている。問 13は仕事と給料の関係を聞いている。も

ちろん、給料に満足することは定着の一要因である。しかし、仕事と給料の関係は、定着

という問題を考える時、それほどに対して重要ではないと考える。賃金の満足度にはもう

一つ決定要因があると考えられるからである。つまり、他社との比較である。 D社の人事

部のヒアリングによると、 D社は D市内の固有企業の中で、平均賃金が最高の固有企業で

ある。また、西南地域全体の固有企業から見ると、 D社の賃金水準はトップレベルである。

そのため、調査対象者の一部の者は、給料が仕事を反映していないと考えているものの、 D

社の給料に満足していると回答したと捉えることができるよう。
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